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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトでは、1885年から2016年までの130年以上にわたる日本の全ての特許
明細書のデータを電子化したうえで、そのデータを他のプラント・レベル、企業レベル、地域レベル、マクロ・
レベルの長期的データと統合して、イノベーションの発生メカニズムと経済へのインパクトについて研究した。
特許データベースについては、1983年、1984年を除いて期間内に完成した。本データベースは今後における日本
のイノベーション研究の基盤となるものである。また、これを用いてイノベーションの創成における対面での協
働の意味、およびイノベーションに対する高等教育の役割に関する実証研究を行い、論文を発表した。

研究成果の概要（英文）：We constructed the comprehensive database on the patents registered in Japan
 from 1885 to 2016. The database was completed except 1983 and 1984, which will be an essential 
infrastructure for empirical innovation research. Using the database and integrating other relevant 
micro and macro data, we conducted a number of researches, including that on the role of 
face-to-face interactions in generating innovations, and that on the role of higher education in 
generating innovations.The former research focuses on the Spanish flu pandemic from 1918 to 1921, 
and found that during the pandemic, patent applications for collaboration intensive technology 
significantly decreased, and did not fully recover even after the pandemic ended. The latter 
research revealed that the likelihood of becoming inventors significantly varied across schools and 
departments, and that Imperial University graduates tended to produce inventions of higher quality. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
イノベーションが経済成長の主要なエンジンであることは、経済学者によって広く受け入れられている。本プロ
ジェクトでは、イノベーションおよびそれを促進する政策について、日本について長期にわたる完全な特許デー
タベースを構築したうえで、経済史、空間経済学、ネットワーク科学等の知見を統合して実証的に検証すること
を目的とする。近代化・工業化の初期から今日までの全ての特許を網羅したデータベースはイノベーション研究
の基礎として国際的にも貴重なものである。すでに、構築したデータベースを用いて、対面での接触がイノベー
ションにおいて持つ意味、人的資本ネットワークとイノベーションの関係等の新規性の高い研究を進めた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

研究代表者はこれまで歴史的なマイクロ・データを用いて、生産性上昇のさまざまな

仕組みについて研究してきた。イノベーションは生産性上昇の主要な源泉の一つであり、

その意味で本プロジェクトは研究代表者のこれまので研究の延長上にある。また、研究

代表者・研究分担者はすでに一部の年について特許明細書のデータベース化を進めてお

り、本プロジェクトはその実績を踏まえている。 

 特許のマイクロ・データを用いた最近の注目すべき研究として、例えばAkcigit, 

Grigsby and Nicholas(2017)は、1880年～1940年のアメリカの特許権者の情報を国勢調査

の情報とマッチして特許権者の国別出自を同定したうえで、アメリカで起こったイノベ

ーションにおいて移民の役割が大きかったことを示している。また、Forman, Goldfarab 

and Greenstein (2016) は1976年～2008年のアメリカの特許データを用いて、イノベーシ

ョンが分野毎に特定の地域に集積する傾向を持つことを示した。 

日本に関する特許の長期的マイクロ・データを用いた研究としてはNicholas(2011a, 

2011b)がある。Nicholas(2011a)は、1890、1900、1910、1920、1930年の5時点について、

特許明細書からランダムに10％をサンプリングしたデータを用いて、1930年においても

依然として企業に属さない独立の発明者の役割が大きかったことを示している。

Nicholas(2011b)は上記と同じ5時点の特許明細書のすべての特許データから、外国人特

許の比率、特許の分野別分布の求め、それらをイギリス、ドイツのデータと比較するこ

とによって、日本で戦前期から国内のイノベーションが活発に行われていたことを示し

た。 

 本研究は日本の特許に関する完全な長期的マイクロ・データを構築し、次の点で特許

データを用いたノベーション研究に新たな貢献をすることをめざしている。第一に歴史

上の外生的なショックを用いた自然実験アプローチを採用することである。本プロジェ

クトで構築する特許データベースは約130年の長期間をカバーし、その間に日本は多く

の外生的ショックを経験した。これらを利用した自然実験によって、イノベーションの

集積、空間分布等の決定要因について適切な識別が可能になる。第二に、本研究が経済

発展の諸局面で行われてきたさまざまな政策、すなわち、インフラストラクチャーの建

設、教育、地域開発等がイノベーションに与えた効果の評価を行う点である。欧米以外

の国・地域で最初に近代経済成長を実現した日本について、これらの政策のインパクト

を評価することは、開発経済学、経済史の研究にとって重要であるだけでなく、有意義

な政策的インプリケーションを持つと考える。 
 
２．研究の目的 

本プロジェクトでは、1885 年から 2016 年までの 130 年以上にわたる日本の全ての特

許明細書のデータを電子化したうえで、そのデータを他のプラント・レベル、企業レベ

ル、地域レベル、マクロ・レベルの長期的データと統合して、イノベーション、すなわ

ち新しい技術的知識の創造とその経済活動への応用について、その発生メカニズムと経

済へのインパクトについて研究する。すなわち、イノベーションを促進するのはどのよ

うな要因か、一つのイノベーションがどのように他のイノベーションを刺激してイノベ

ーションの連鎖を生み出すか、イノベーションはどのように生産性上昇に結び付くか、

が本プロジェクトの基本的な問いである。より具体的にはイノベーション活動の空間的



集積、植民地の形成と喪失を含む国際経済関係、交通インフラストラクチャー、教育を

通じた人的資本形成、地域産業政策、イノベーション活動に参加する企業のマッチング

等が、イノベーションの創造と波及に与える影響を、経済史、空間経済学、ネットワー

ク分析、産業組織論、メカニズムデザインの各分野の研究者の協働を通じて明らかにす

る。 
 
３．研究の方法 

本プロジェクトでは、日本の近代経済成長の初期にあたる19世紀末から今日までの約

130年間をカバーする、特許のマイクロ・データに関する包括的なデータベースを構築

する。日本の特許に関する近代的法制度は1885年に施行された専売特許条例に遡る。

1885年の制度開始以来、2016年末までに日本で登録された特許は5,820,912件（うち戦

前期267,724件、戦後期5,553,188件）にのぼり、そのすべてについて個々の特許明細書

が特許庁に保存されている。特許明細書の書式は時期によって変化するが、出願日、登

録日、特許権者名、特許権者住所、技術分類、発明内容といった個々の特許に関する基

本的な情報（書誌情報）を得ることができる。この特許明細書が本プロジェクトの中心

的なデータ・ソースであり、まずそこに含まれる情報を体系的に電子化する作業を行う。

特許明細書のうち、1993年以降のものはすでに特許庁からから入手済みで、研究分担者

の1人、齊藤有希子が科学研究費基盤研究（B）（「企業のライフサイクルにおける企業

間ネットワークと企業成長」課題番号18H00859）の資金で、特許明細書から書誌情報の

抽出、企業情報とのマージなどを既に行っている。本研究課題における研究代表者およ

び共同研究者は、本研究課題に先行して、中島賢太郎を研究代表者として基盤研究(B)

（「イノベーションの実証空間経済学：長期的趨勢と政策評価」、課題番号17H02518）

によってイノベーションの長期的趨勢を把握する研究を進めている。この先行する研究

課題において、1910年以降1950年まで5年おきに9年分の特許明細書の書誌情報の電子化

を行っており、この部分も本プロジェクトで利用することができる。 

そこで本プロジェクトでは、これらの既存のデータがカバーしていないすべての年に

ついて特許明細書の電子化を行い、既存のデータと統合することによって1885年から

2016年までの包括的な特許データベースを構築する。このデータベースは、制度開始以

来130年以上にわたる期間のすべての特許に関する情報を含むだけでなく、後発国であ

った日本の経済発展の初期から最先進国の一つになった現代まで経済発展の全局面を

カバーする点でイノベーション研究にとって非常に有用かつ貴重なものである。特許デ

ータは関東大震災によるデータ消失や、数度に渡る形式、制度変化など、長期データ整

備には多くの困難があるが、それらの点についても先行する研究課題を進めたことで克

服の方策を見出しており、我々研究グループの先行者利益が十分に発揮できる。さらに

現時点のデータの限界についても十分に把握しており、その点を埋めるべく、最適な研

究協力者を加えることで本研究課題を確実に達成できる。 

 さらに日本については、同じ期間について個人レベル、プラント・レベル、企業レベ

ル、地域レベル、マクロ・レベルのさまざまなデータを利用することができ、研究代表

者を含む本プロジェクトのメンバーは、これまでにそうした関連データの構築と分析を

進めてきた。特許データベースをこれらの関連データと統合することによって、イノベ

ーションのメカニズムと経済効果を実証的かつ定量的に明らかにすることができる。 

  

 



 
 
４．研究成果 

本プロジェクトの目的は、1885 年度から 2016 年度までの 130 年以上にわたる日本の全ての特

許明細書の包括的データベースを作成し、それを他のプラント・レベル、企業レベル、地域レベル、

マクロ・レベルの長期的データと統合して、イノベーションの発生メカニズムとその経済へのインパク

トを研究することである。プロジェクト期間内に 1983、1984 年度の 2 年分を除いて全てのデー中ベ

ースが完成した。本データベースは今後におけるイノベーション研究の基盤になるものである。同

時に電子化が終わったデータを用いた研究を進めた。その一つはイノベーションの創成における

対面での協働の役割に関するものである。1918 年-1921 年のスペイン風邪パンデミックが研究者

間の対面での交流を阻害したことに着目し、そのことがどのような属性の研究・イノベーションに相

対的に大きなマイナスのインパクトを与えたかを検証した。その結果、パンデミック前に共同研究

（協働特許）比率が高い技術分野ではパンデミック期間中に特許登録件数が下がったこと、その影

響はパンデミック終了後も継続したことが明らかになった。また、本データベースを帝国大学、高等

工業学校卒業者名簿と統合することによって、イノベーション創成における高等教育の役割を研究

した。これによって、特許を登録する発明家を輩出する確率は教育機関や学部によって異なること、

発明の質を『帝国発明家名鑑』への掲載の有無で評価すると、帝国大学の卒業生は質の高い発

明を生み出す傾向があること、卒業者による発明は経済活動が活発な地域の大学に集中する傾

向があること、などが明らかになった。 
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